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2月藤沢市議会定例会が、 3月 5日から 3月 28日までの日程で開催さ

れました。

主な内容は、平成 24年度一般会計予算、平成 23年度一般会計補正

予算、国の地域主権改革に伴う市条例の整備、副市長人事、百条委

員会の最終報告などです。市側が提案した議案は、全て可決されま

した。

なお、平成24年度一般会計予算は、1,196億 5,100万円（前年比96.

0%）・特別会計予算は、 1,070億 1,197万 9千円（前年比 103.2%）、合

計で 2,266億 6,297万 9千円（ 99.3%）です。市長が交代したため、平

成24年度一般会計予算は、骨格予算であり生活保護費や公債費など、

政策に関わらず、必要な部分や継続事業を予算化しています。鈴木

新市長の施政方針に関わる新規事業などについては、 6月及び 9月補

正予算での対応となりますが、政策的経費に充てられる財源は、か

なり限られる見通しです。

平成 24 年度予算に対して、各会派の予算討論が行われ、私が所属する「民主・社民」からは、私が予算に賛成の
立場で討論を行いました。概要は次の通りです。

適していない事業を改めて精査し、その結果を踏まえた必

【市政運営について】 要な見直しを行うべき。

前市長の市政運営は、目的と手段が逆であった。例え 地域経営会議のあり方、まちづくり基金などの地域予算

ば、善行土地取得問題についても土地を買うことが目的、 のあり方については、地域と十分な議論を行うこと前提に

学校の芝生化も芝生化することが目的となっていた。加 必要な見直しを行うべき。

えて、様々な施策を行き過ぎたトップダウンで行ってき 福祉拠点整備事業については、利用団体などから要望さ

たため、必要な議論や手続きが行われず、結果として市 れたものでなく、 C-X 内の施設に移転することを前提に進
民・議会・関係団体などから不信感や反発が相次いだ。 められた事業であることから、障がい者施設が民間テナン

このことについては、教育行政についても同様であり、 トと同居することに伴う課題など、問題が山積している。

独立した組織である教育委員会が主体的に判断するとい 今後、利用団体と十分な意見交換を重ね、課題の進展に引

う本来の姿に戻すことが必要と言える。 き続き努力していただきたい。

鈴木市政では、このようなことがないよう、まず施策 有機質資源再生センターについては、臭気対策、販路拡

の目的を明確にし、その目的を達成するために職員が様 大を着実に行い、安定経営に努める一方で、撤退に向けた

々な選択肢の中から最善の手段を選択し、市民・議会・ 計画作りなどについて、併行して研究を進めていただきた

職員・関係団体などと十分な意見交換や議論を重ね、創 い。

り上げていくことにより、藤沢再生を進めることを強く 【市と議会の関係について】

お願いしたい。 パスポートセンターの設置や fujisawa ｻｽﾃｨﾅﾌﾞﾙｽﾏｰﾄﾀｳﾝ
【財政運営について】 の開発などについては、事業の方向性が決定した後に議会

組織の見直しや事業の選択と集中により、効率的な予 に報告がされたため、実施事業の是非などについて審議す

算配分・人員配置を図るとともに、再度地方交付税不交 ることができず、その結果、様々な課題や疑問点が挙げら

付団体となることを視野に入れた適切な財政運営をして れている現状がある。今議会では、旧藤沢高校跡地の利用

いただきたい。 について、ゼロベースから審議することができたため、跡

なお、人件費については、ラスパイレス指数が全国 2 地の取得の是非から議論を行うことができた。今後とも様

位となったことにより給与水準について注目されている 々な施策について、議会の中で審議することができる手続

が、これは学歴偏重ではなく能力により幹部職員への登 きを行うようお願いしたい。

用を進めてきた藤沢市としての人事政策が主たる要因と

言える。このことをもって安易に賃金カットなどを検討

するのではなく、市長の公約にある総人件費5%削減も含 鈴木市長は市民から多くのことを負託されているが、そ

めて、実質単年度収支が黒字である藤沢市の財政状況を の中でも善行の土地問題や旧江ノ島水族館跡地問題などの

共通認識とした上で、総人件費の見直しについて議論す 不祥事への対応、とりわけ百条委員会の最終報告に対して、

べきである。 どのような対応を図っていくのか、大変注目されている。

【個々の事業について】 多くの市民からの期待・負託に応えるよう強くお願いす

公民連携事業については、市庁舎・市民会館の再整備 る。

を見直したように、公民連携という手法が適した事業、

【予算に対する意見・要望】
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3月 23日、第19回「善行地区における地域コミュニティ活動事業用地取得に関する調査特別委員会（百条委員会）」

され、最終報告案が全会一致で決定されました。また、 3 月 28 日の 2 月議会の最終日に、議会本会議で最終報告が
行われました。内容については告発を含む厳しいものとなりました。最終報告のポイントは次のとおりです。

【土地の取得について】 ③小林鑑定士が行った不当な鑑定評価について、社団法

利便性が極めて悪く、単独では利用価値の全くない土 人日本不動産鑑定協会に対し「懲戒請求」を行い、小

地であった。取得の必要性、緊急性も一切見当たらず、 林鑑定士が行った鑑定評価について調査、審査を依頼

まさに当初より、取得ありきで進められた案件であり、 すること。同時に不動産の鑑定評価に関する法律第 42

この土地の取得については、不当であったと判断する。 条に基づき、国土交通大臣に対して「措置要求」を行

い、責任追及を行うべき。更に、小林鑑定士の行為も

【取得価格の妥当性について】 刑事上の責任が発生する可能性もあることから、市は、

この土地は、平成 15年に前土地所有者が、不動産会社 刑事上の責任追及についても、慎重に検討するべき。

を介して、売り主の希望価格であった3,000万円で取得。 ④今後、市が買戻しを行わないことで生ずる土地公社の

その後、隣接地所有者に対し、購入依頼をしたが断られ 損害、あるいは、債務負担行為を行っている市に生ず

ており、その時の売却希望価格は 6,000万円。土地開発 る損害については、海老根前市長、新井前副市長、舘

公社が小林鑑定士に依頼して行った不動産鑑定評価につ 野前市民自治部長の行為・職責等に鑑み、主にこの3名

いては、十分な確認・調査を行わないまま鑑定評価をし に対し、土地公社や市はその損害が発生した場合、賠

た結果、総額1億 1,198万 7千円という評価額が出され、1 償請求を行うべきである。その他の職員については、

億850万円で土地公社が購入することとなった。 その関与の度合いや職責、果たした役割の大きさ等に

本委員会として、改めて、鑑定評価をした結果、評価 応じて、損害賠償の内容を適切に判断し、請求を行う

額は、農地として、「 2,7 60万 円」が示された。小林鑑 べき。

定士の不動産鑑定評価額の信憑性については、多くの点

で、ずさん、不適切さが目立つうえ、国土交通省が定め 『告発』

る「不動産鑑定評価基準」から逸脱した不適切なもので 証言に信憑性がなく、それぞれ、本件にかかわる不都

あった。従って、本委員会が一般財団法人日本不動産研 合な事実を隠すために虚偽の証言を行ったと認定したた

究所に依頼し実施された不動産鑑定評価結果の「 2,760 め、本委員会は、地方自治法第100条第 9項の規定により、

万円」が妥当であり、小林鑑定士が行った鑑定評価額「1 舘野前市民自治部長、板垣善行地区自治連会長、小林不

億 1,198万 7千円」は著しく高額で不当であったと判断す 動産鑑定士の3名を告発するべきと判断する。

る。

【おおや徹の考え】

【結論】 百条委員会における議論や最終報告を踏まえれば、前

本委員会の調査に基づき、藤沢市長に対し、次の措置 市長の政治的な判断で、土地が取得されたことは間違い

を講じることを求める。 ないと思います。そして、自治連・職員・鑑定士を巻き

①本件土地の買戻しについて、市は、本件土地を買い戻 込んだ今回の不当な取得は、許されるものではありませ

さないこと。 ん。刑事責任の追及は、今後、警察に委ねられることに

②市にとって不要不急な本件土地の購入を先導的に推し なりますが、市民が納得する形での終結を祈ります。そ

進め、これを実現させた、海老根前市長、新井前副市 して、二度と藤沢市で、このような不祥事が起きない体

長、舘野前市民自治部長の 3名の行為や、偽りの陳情 制を構築していくためには、議会・議員としても、今回

を行った板垣自治連会長のした行為は、いずれも刑事 の件を教訓に、厳しいチェックをしていくことが重要で

上の責任が発生する可能性が極めて高いことから、市 あり、私としても更なる努力をしていきたいと思います。

は、刑事上の責任追及について、適切に対処するべき。

昨年の市会議員選挙後に「民主・社民ネット」 9 人
3 月 5 日の議会本会議の中で、鈴木市長より、施政方 の最大会派でスタートをしましたが、今年 2 月の市長

針が示されました。概要は次の通りです。 選挙に伴い、神奈川ネットワーク運動の青木議員が離

脱、三野議員が失職したため、この 4 月からは、新た
①「法とモラルを守る藤沢」 に「かわせみクラブ」 7 人での再スタートとなりまし
→不祥事などで損なわれた信頼を回復するために、「（仮 た。当初の目的である「全国に誇れる藤沢市」をめざ

称）公正職務執行確保条例」を制定し、健全で規律性 して、気持ち新たに取り組んでいきます。

の高い組織運営をしていく。

②「ずっと安心して暮らせる藤沢」

③「命を守り災害に強い藤沢」 ⑤「郷土愛あふれる藤沢」

④「いきいき働ける藤沢」 →保育園の待機児解消に向けた定員の拡大、中学校給食

→「（仮称）街なみ百年条例」を制定し、湘南の顔とし の導入に向けた検討、市民生活の利便性向上のための

てふさわしい街なみをめざすため、各ゾーンごとに建 バス専用レーンや定時運行システムの導入、コミュニ

築の様式や色調を定め、景観による観光的価値の創 ティバス路線の拡大を含め、最寄駅まで 10~15 分で到
出を行う。 着できる公共交通網の整備、なども積極的に行っていく。

百条委員会最終報告 ～3人を告発と判断！！～

会派の変更について
鈴木新市長の施政方針


